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令和元年第８回 日高市教育委員会会議録 

 

開催の日時 令和元年８月26日（月曜日） 

午後１時46分から３時53分まで 

会議開催の場所 市役所503会議室 

会議の公開又は非公開の別 公開。 

非公開理由 なし 

出席委員の氏名 中村一夫（教育長）・山川治美・島村由起男・井

上三枝・新堀陽子 

欠席委員の氏名 なし 

説明員の職氏名 教育部長 吉野靖彦・教育部参事 秋馬信之・教

育総務課長 荻野毅・学校教育課長 野村弘人・

学校教育課副参事 松崎努・生涯学習課長 駒井

実 

日高市教育事務の点検評価に係る学識経験者  

三好善彦・天野勤  

出席した事務局職員の職氏名 教育総務課主幹 菊地誠治 

傍聴者数 ０人 

会議資料の名称 会議次第・教育長報告・議案第30号、第31号・配

布資料一覧 

 

議題及び決定事項等 

議案第30号 令和元年度日高市一般会計補正予算（第４号）（教育委員会所管） 

      原案どおり可決 

議案第31号 教育に関する事務の管理、執行の状況についての点検及び評価の結

果に関する報告書について 

      原案どおり可決 

 

会議の経過 

１）前回会議録の承認事項 出席委員異議なく承認 

２）教育長報告の要旨 

○校長会議、教育委員会部課長会議における教育長指示・伝達内容について報告

した。 

○その他、各部課長から、実施した事業等の結果と今後の予定を報告した。 

 

３）教育長報告についての質疑及び答弁の要旨 

【教育長報告：資料１関連】 

（委員）中学生海外派遣事業でインフルエンザとなったようだが、何型のインフル

エンザであったのか。これからワクチンを打った場合に反応してしまう可能性が
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あるので確認するようにお願いする。また、インフルエンザを罹患したのは出国

後、何日目か。 

（学校教育課副参事）行ってすぐではなかった。日曜に出発して、水曜日に罹患し

たようである。 

（委員）何日目であったかが非常に重要である。４８から７２時間の潜伏期間があ

るので、オーストラリアに到着してからであれば発症が早すぎる気がする。団長

と団員の計２名が罹患したようであるので、ワクチン接種のアレルギーが心配さ

れるので発症日と時間的経緯などを次の機会に教えてほしい。オーストラリアで

流行するインフルエンザの型と日本などの極東地域で流行する型が違うので、違

う型であればワクチン接種をしても良いが、同じ型であれば抗体ができているの

で、ワクチン接種によるアレルギーが出る可能性があるので注意すべきである。 

 

（委員）教育課程地区研究協議会で新教育課程の協議をしていると思われるが、旧

教育課程との一番の大きな違いは何か。 

（教育部参事）地域とのつながり、社会に開かれた教育課程などである。 

（委員）それらが今までの教育課程にない新しい文言ということか。 

（学校教育課長）全く新しいものについては、主体的な学びが目玉である。 

（委員）自ら学ぶという部分は、従来もあったが、主体的な学びとの違いは。 

（教育部参事）子どもたちがどのように学んでいくかという部分がメインになって

いる。 

（教育長）アクティブラーニング、対話的な学びというところで、小学校などでは

すでに実践している部分であると考えている。協議会については、具体的な各教

科の変更点などが中心的な議題である。 

（委員２）解説書の説明があったと思うが、その中で、新しい教育課程はどのよう

な特色があるのか委員の聞きたい部分であると思われるが、説明はどうだったの

か。教科によって違うのであろうが、教えてほしい。 

（学校教育課副参事）今までなかったものや追加されたものをしっかりやってほし

いという内容であった。 

（委員）英語は新しいもので、従来のものはなく、今後検証が必要となる部分のた

め、特に今聞かないが、従来の各教科で何が変わるのか教えてほしい。 

（学校教育課副参事）何がという明確な部分はないと考えている。 

（委員）（委員２）執行部が変更となる部分を把握できていないのであれば、姿勢

としていけないのではないか。それが、毎年、学校現場を視察に行っても何が変

わったのか全く分からない現状につながっているのではないか。 

（学校教育課長）やはり一番のポイントは、主体的、対話的な学びがある。今後、

視察をいただいて、変わってなければいけないポイントはそこである。 

（委員）文部科学省や県の資料なども目を通したが、大きなポイントや変更点があ

る表現が見当たらなかった。新任の教員などが指導についての指針を見つけるこ

とができないのではないか。 

（教育長）今までも問題解決学習など実践してきたが、改めて打ち出しているとこ
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ろに、これからの教育については、知識伝達も重要であるが、子どもたちが主体

的に考える力をつけるという点に重心を置いているのではないかと考える。今ま

でも中々教員に浸透していなかった部分もあると思う。学校によっては、指導方

法などで県の表彰を受けるなど頑張っているところもあるが、全学校に浸透して

いない課題もある。 

 

（委員）初任者研修で教育長が講義を行ったとあるが、内容は。 

（教育長）今回は、答えは一つではなく子どもたちの考えを大事にしてほしいとい

う内容を話した。 

（委員）初任者の授業を聞いていると、やはり余裕がないと受け取れる。学年主任

や教務主任など中堅の教員がうまくフォローや指導を出来るようにお願いしたい。 

（教育長）現在は、かなり中堅教員が頑張っているところである。 

 

（委員）川ガキ山ガキ自然塾について、川ガキはどこの場所で実施したのか。 

（教育長）巾着田の高麗川で開催された。子どもたちは大変喜んで貴重な体験がで

きたところである。今年度は、泊まりではなく、川ガキと山ガキについて日程を

分けて開催する。 

 

（委員）２学期が始まるが、命の大切さの指導や不登校の児童・生徒への対応につ

いて、学校への指導はどうなっているか。 

（学校教育課副参事）長期休み明けの９月１日に自殺が多い傾向があるので、県か

らの通達を受け、夏休み前に教員に配慮するように指導している。また、夏休み

後半についても改めて各学校に連絡しているところである。 

（学校教育課長）夏休み最後に、各学校から各家庭に連絡を取ってもらうような対

応を予定している。 

 

（委員）同和団体からの交渉や要望事項はどのような内容か。 

（生涯学習課長）インターネットのモニター制度や教職員に関する意識調査などで

ある。特に日高市への要求ではなく全体的な話である。 

 

（委員）日高市の小中学校未来構想に関連して、高萩小学校への公民館建設の話が

上がっているようであるが、スポーツ少年団が開催している大会などが、校庭が

狭くなることにより、開催できなくなるのではないかという不安があるという意

見を聞いた。現在、どのような状況か教えてほしい。 

（生涯学習課長）今後、公民館建設にあたり、どのくらいの広さが必要であるか測

量や基本的な設計を進めるための準備をしているところである。子どもたちに大

きな影響が出ないように進めていきたいと考えている。 

（教育長）中学校のグラウンドと共用していくと考えているので、小学校と中学校

の敷地境にあるフェンスを取り払い、グラウンドを有効に利用できるようにして、

大きな影響が出ないようにしていきたい。 
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（委員）説明会で終わるのではなく、地域の方々との質疑応答時間を多く設けるこ

とや、関係者の方々の意見を広く受けて進めてほしい。 

（教育長）説明会で終わりということではなく、関係者の方々についても意見を伺

う機会も全体説明会などで設けていく。その際に意見を受けていきたい。 

（委員）コミュニティ・スクールの話もあるので、全体的に各地区において公民館

が関係している中で、分館長などに説明をしていないのは問題があるので、早い

段階で説明するようにした方が良い。説明すべき関係者の方々について、別に案

内して説明の機会を設けるなど、情報を漏れなく流せるようにした方が良い。 

（教育長）関係者についての説明や全体的な説明については、改めて進め方を含め

て検討していく。 

 

（委員）聖火リレーの日は、平日だが子どもたちは参加できるのか。 

（教育長）認められると考えている。未定の話であるが小中学生について、応援に

参加できるように調整しているところである。 

 

４）議案についての質疑及び答弁の要旨 

議案第30号について 

 質疑なし 

 

議案第31号について 

○各課長から報告内容の概要を説明 

○報告書の内容についての学識経験者からの意見 

【三好委員】 

○教育委員会の運営について 

会議開催の状況、周知方法および結果の公表方法は妥当と考えます。年間傍聴者

数が16人で昨年度の8人より8人増加、また一昨年度の14人より2人増加している点

は評価できます。公開率が昨年度の45%とほぼ同じ40%で半分以下となっていますが、

非公開案件のほとんどが人事に関することより妥当と考えます。教育委員が昨年度

と同じである法定数の4人である点、その構成については保護者が法定数の3人であ

る点、男女の構成比率が1:1で男女同数である点は妥当と考えます。教育長職務代

理と教育委員の報酬月額、および教育長の給料月額は妥当と考えます。      

研修等の参加回数と延べ人員は委員5回12人、教育長23回で昨年度と比較すると

あまり変化はありませんが、今後は回数および人数が増えることが望まれます。教

育委員（教育長以外）の施設訪問回数と延べ人員は28回36人で昨年度より6回14人

増加している点は評価できます。今後も日常業務などの都合で難しいとは思われま

すが、研修会等の参加や施設訪問の回数や人員を増やしていく努力が望まれます。 

○教育委員会の組織について 

職員数の合計は668人で昨年度比8人増となっている点は評価できます。常勤職員

は359人で昨年度比4人減となっています。非常勤特別職職員は147人で昨年度比17

人増となっていることは大変評価できます。しかし、内訳を見ると英語指導助手が
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0人で昨年度比2人減となっています。今後の国際化社会を考えますと、英語指導助

手の早急な補強が望まれます。育児休業の取得者が20人と昨年度より6人増加した

ことは評価できます。市職員の年次有給休暇平均取得日数が7.5日と昨年度より2.1

日減少していますので、これ以上減少しないことが望まれます。分限・懲戒処分に

ついて、処分対象者が出てしまったのは残念です。今後は処分対象者が出ないこと

が望まれます。 

○学校教育分野について 

１．確かな学力と自立する力の育成 

(1)確かな学力の育成、(2)伝統と文化を尊重し国際性を育む教育の推進、(3)時

代の進展に対応する教育の推進、(4)キャリア教育と職業教育の推進、および(5)特

別支援教育の充実のための主な取り組み内容は妥当と考えます。特に、 (1)⑤

「小・中学校9年間を一貫した教育の推進」において、令和2年度から開始される小

中一貫教育にむけて教職員やPTAをはじめ市民に周知している点は評価できます。

さらに、(2)②「国際性を育む教育の推進」において、今後の国際化社会に向けて

市立中学3年生全員に英語検定受験を実施して英語力を身に着けさせる取り組みは

評価できます。また、(3)①「科学教育の充実」において、小学校理科支援員を1名

配置していますが、昨年度の3名より減少しており個人にかかる負担が増えるので

はないか気にかかります。 

成果指標の達成状況ですが、「少人数指導の実施」については平成32年度の目標

値を大きく上回っている点、「家庭学習の習慣化」については目標値に着実に近づ

きつつある点は評価できます。昨年度下がった「埼玉県学力学習状況調査の教科に

関する調査を実施し、県平均を上回った学校数の割合」については、今年度は上昇

しましたが平成25年度の基本計画実績値より下がっており目標値にほど遠い点が気

にかかります。 

２．豊かな心と健やかな体の育成 

(1)豊かな心を育む教育の推進、(2)いじめ及び不登校の防止、(3)生徒指導の充

実、(4)学校スポーツ活動の充実と体力向上、および(5)児童生徒の健康の保持増進

のための主な取り組み内容は妥当と考えます。特に、(1)②「特別の教科道徳の充

実」において、「人権に視点をあてた指導案作成及び保護者・地域住民を対象にし

た授業公開（参観）」を通して全教職員の指導技術の向上を図っている点は評価で

きます。また、(4)①「児童生徒の体力向上に向けた取り組みの推進」において、

新体力テストの検証項目が小学生は全体の約3分の2（昨年度は約半数）、中学生は

半数近く（同約4分の1）県平均を上回っており体力向上に向けた取り組みの成果が

出ていると評価できます。 

成果指標の達成状況ですが、「規範意識の定着度」、「体力の向上」、「給食実

施日のうち、日高市産や埼玉県産の食材を使用した日の割合」については、平成32

年度（目標値）をすでに達成したか、達成に近づきつつある点は評価できます。し

かし、「食の推進」については、昨年度と同様にほぼ行っていないに等しく目標値

に向けて授業時数を向上することが望まれます。「学校適応指導教室在籍児童生徒

のうち、年度末に学校適応指導教室から学校へ復帰できた割合」は昨年度より大幅
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に向上している点が評価できます。「刑法犯少年の人口比」については、昨年度か

らほぼ変化はありません。目標値は達成していますがさらなる減少を期待します。 

３．質の高い学校教育の推進 

(1)地域に開かれた学校づくりと学校運営の改善、(2)教職員の資質向上、(3)安

心・安全の確保と安全教育の推進、および(4)学習環境の整備及び充実のための主

な取り組み内容は妥当と考えます。特に、 (1)⑦「コミュニティ・スクールの推

進」において、令和元年度の全地区での開始に向け講師を招き研修会を行った点、

(4)③「学校図書と学校教材の整備及び充実」において、道徳が教科となったこと

に伴い教職員の使用する教科書・指導書を整備した点、さらに(2)①「教職員研修

の充実」において、昨年度の教育指導先進地視察研修先である秋田県大仙市より講

師を招いて教育内容の充実及び教職員の資質の向上を目指して行う教育講演会を実

施して、先進地の取り組みなどから教職員の指導力向上を図っている点が評価でき

ます。 

成果指標の達成状況ですが、「外国語活動研修会に参加経験のある小学校教員の

割合」、「ソーシャルスキルトレーニング研修会への全教員に対する参加経験者数

の割合」、「学校図書館図書標準による標準冊数に対する割合」、「負傷事故発生

件数」といった成果指標については、平成32年度（目標値）をすでに達成している

点が評価できます。「専門性の高い教育講演会、研修会参加者の全教員に対する割

合」の成果指標については、目標値は達成していますが昨年度より減少している点

が気になります。「カウンセリング中級研修会に参加経験のある教員の割合」の成

果指標については、昨年度より減少している点および目標値に到達していない点が

気になります。目標値達成に向けさらなる教員の参加を期待します。外国語活動研

修会に参加経験のある小学校教員の割合」と「学校図書館図書標準による標準冊数

に対する割合」がともに100%である点、「負傷事故発生件数」が0件である点は大

いに評価できます。 

○その他 

ICT化が進む近年、特に5Gの実用化が始まりすべてのものがインターネットにつ

ながるIoT時代が到来する中で問題となってきているのは、SNSをはじめとしたイン

ターネット社会での過ごし方です。インターネットの世界は実生活とは違い誰でも

簡単に触れることができます。このような場所で、右も左も何も知らない児童生徒

たちが何事もなく生き抜くためには、どのような能力が必要となるでしょうか。そ

れは、自ら考える能力、適切な判断をする能力、主体的・創造的に行動する能力で

あると考えます。それらの能力を育むためには能動的かつ積極的な学習が必要とな

ってきます。そのために、小中一貫教育、コミュニケーション能力の育成、道徳教

育の充実、コミュニティ・スクールの推進などさまざまな取り組みが始まっている

ことが分かりました。今後、これらの取り組みを活かした学校教育がどのように変

化していくのか期待しております。 

 

【天野委員】 

○ 生涯学習・生涯スポーツについて 
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 生涯学習の振興と人権教育の推進 

（１）生涯学習体制の充実 

①の社会教育団体への支援は、それぞれに対して現在財政的助成を行っています。

しかしこれらの団体はみな、背景にある国や地域が抱える構造的・根本的課題の上

で、活動継続の危機に瀕しています。このような課題を一朝一夕に解決することは

大変難しいことではありますが、財政的助成以外の支援を状況に応じて早急に行っ

ていく必要性が感じられます。 

③の人づくり支援事業では、養成講座だけでなく、その学習成果を発揮して活動す

るきっかけや場を用意することも今後は必要かと思われます。 

⑤ひまわり探検隊は、平成３０年度は参加者数・参加率共に若干減少していますが、

子どもたちの健全育成のためにも関係機関の連携強化のためにも大変優れた事業で

あると思われ高く評価できます。しかしこの事業の真の目的を考えると、何のため

に日高市内を見てまわるのかということをふまえ、子ども達の自主性や体験後のフ

ォローはどうか、という視点を盛り込んだ成果報告が行われると、適正な評価もし

やすくなると思われます 

（３）地域の学習拠点としての公民館の充実 

 各公民館で地域に根ざした多様な事業を開催し、多くの市民が参加していること

は高く評価できます。また多くの団体が、文字通り拠点として学習や活動を行って

いる様子も伝わってきます。これらの支援をさらに効果的に進めるためには、より

利用のしやすい申し込み方法の検討も必要かと思います。他市で行っているインタ

ーネットによる申し込みや空き部屋検索などを、他市との情報交換を参考に導入を

考えてもいいかもしれません。 

７ 生涯スポーツの振興と健康の増進 

 関係団体と連携しながらスポーツ・レクリエーションの多様な事業を開催し、多

くの市民の参加を得ていることは高く評価できます。一方で、週１回以上スポーツ

活動をしている日高市民の割合は平成２６年度が37.9％で平成３２年度の目標値は

41.7％となっており、これは県民の平成２８年度の実施状況である52.9％（目標

60％以上）を大きく下回っています。今国や地方自治体が力を入れているのは、平

均寿命の延伸ではなく健康寿命の延伸です。このことが個人の幸福な生活の実現や

国の医療・介護費用の抑制につながるからです。これを実現させるためには、週１

回以上スポーツ活動をする人の割合を上げることは避けて通れません。 

 市民が日常的・継続的な活動を行うようにするためには、先ず動機づけやきっか

けづくりが必要ですが、これは３０年度の事業でもある程度できていると思われま

す。問題はその後です。教室やイベントは参加者を多く集めることが目的ではなく、

その後に関連団体を紹介したり事業の参加者でクラブやサークルを作ることの支援

を行ったりしながら、自主的・日常的・継続的な活動へとつなげていく視点を常に

もつことが大切です。 

 自主的・日常的・継続的なスポーツ活動は、自らが行う（する）だけでなく、見

ることと支えることも大切な要素です。その意味では2020年に我が国（県でも）で

開催されるオリンピックとパラリンピック、そして2019年に開催されるラグビーワ
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ールドカップに関する事業が３０年度に見られなかったことは残念です。 

○総合的所感 

 始めにもふれたように、全体的には前向きな取り組み姿勢が感じられ、適正に事

業が進められているように思われます。しかし個々の取り組みに対して詳細に見よ

うとすると、それを平成３０年度に行う根拠や達成目標や成果があまり示されてい

ないため、評価がしにくい状況にあると感じられました。平成３２年度の最終的達

成目標値を毎年指標とすると、単年度評価の結果が正しく行われない事業が出る可

能性があります。また成果は単純な参加者数等の数字で示されることが多いため、

これだけで一喜一憂することなく、この数字を生み出した背景や状況に目を向けて

分析する努力が必要だと思われます。例えば全体的に見ると、子どもや若者向けの

事業では参加者の減少傾向が見られ、高齢者向けの事業では参加者の増加傾向が見

られますが、これらは人口動態を考えれば当然のことであり、市の世代ごとの人口

（母数）と参加者数を比較した割合が示されることにより初めて、正確な成果がわ

かるようになると思われます。このようなことは、平成３０年度の評価だけでなく、

３２年度までの基本形計画全体を通じても言えることです。 

 

【質疑】 

（学校教育課長）AETの減少については、雇用形態が変わったことによるものであ

る。雇用から民間委託に変更となったもので、６名の総数は変わっていない。英

検の取得率は３３％程度である。 

 

（委員）報告書P22のカウンセリング中級研修会に参加経験のある教員の割合につ

いて、中学校の教員の割合が下がっている。中学校が多感な時期である中で、割

合が下がっているが位置づけはどうなのか。 

（学校教育課副参事）年度終わりに退職の教員や異動教員が増えると率が減少する。

飯能との合同研修であるが、毎年５名の参加としている。今回は飯能市から枠を

受けて７名参加している。ここ数年、上級の研修を希望する教員も増えてきてお

り、研修から戻って講師となって、中級の教員に教えるという良いサイクルが出

来ているところである。退職や異動が多かったので減少しているように見えてし

まうが、全体的に大きく減っているということではないということでご理解いた

だきたい。非常に重要な研修と考えている。 

 

（委員）生涯学習の事業について、成果指標を実数で計上しているが、年代別の参

加数であるとか、事業の評価や検証にあたって、重要な背景や効果が見えてくる

ような指標としないと分析ができない。データの取り方について研究してほしい。 

（教育長）データの取り方など研究したい。 

 

５）その他 

（１）次回定例会の日程等について 

○９月定例会：９月26日（木曜日）午後２時00分から 委員了承 
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○10月定例会：10月24日（木曜日）午後２時00分から 委員了承 

（２）その他連絡事項 

  ○市内中学校（６校）体育祭 

   ９月14日（土曜日）【各中学校】 

  ○市内小学校（高麗川・高萩・高萩北）運動会 

   ９月28日（土曜日）【各小学校】 

 ○令和元年度入間地区教育委員会連合会全体研修会 

   10月29日【飯能市：ヘリテイジ飯能】 

 ○令和元年度入間地区教育委員会連合会視察研修 

   11月14日【東京都：全生園国立ハンセン病資料館（予定）ほか】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


